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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方

針」に基づき，免震重要棟遮蔽壁が，上位クラス施設である緊急時対策所に対して，波

及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 

波及的影響の評価として，上位クラス施設の機能が保持されることをＳｓを用いた地

震応答解析を行い，構造部材の健全性評価を実施することにより，免震重要棟遮蔽壁が

十分な構造強度を有することを確認する。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

免震重要棟遮蔽壁の位置を図 2－1 に，波及的影響範囲を図 2－2 に示す。 

 

 

図 2－1 免震重要棟遮蔽壁の設置位置 

 

 

                   ：免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲（約 10m）                   

図 2－2 免震重要棟遮蔽壁の波及的影響範囲 
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2.2 構造概要 

免震重要棟遮蔽壁の平面図を図 2－3 に，断面図を図 2－4 に，概略配筋図を図 2－5 に

示す。 

免震重要棟遮蔽壁は，鉄筋コンクリート造の杭基礎（鋼管杭）構造であり，幅 0.5

～2.4m，高さ 10.3m の鉄筋コンクリート造の壁部と，径 1.2m，高さ 6m の鋼管杭の地

下部により構成される。 

また，免震重要棟遮蔽壁は，十分な支持性能を有する岩盤に設置されている。 

 

 

 

図 2－3 免震重要棟遮蔽壁の概要図（平面図）（単位：mm） 
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図 2－4 免震重要棟遮蔽壁の概要図（断面図）（単位：mm） 
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  図 2－5 免震重要棟遮蔽壁の概略配筋図 
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2.3 評価方針 

図 2－6 に免震重要棟遮蔽壁の波及的影響の評価フローを示す。 

免震重要棟遮蔽壁の波及的影響評価は，地震応答解析により得られた解析結果に基

づき，表 2－1 の免震重要棟遮蔽壁の評価項目に示すとおり，構造部材の健全性評価を

行う。 

構造部材の健全性評価を実施することで，構造強度を有することを確認する。 

構造部材の健全性評価については，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，曲

げ・軸力系の破壊については構造部材の圧縮縁コンクリートひずみが許容限界以下で

あることを確認する。せん断破壊に対してはせん断力が許容限界以下であることを確

認する。 
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図 2－6 免震重要棟遮蔽壁の耐震評価フロー 
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表 2－1 免震重要棟遮蔽壁の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

構 造 部 材

の健全性 
遮蔽壁 

圧縮縁コンクリートひ

ずみ及びせん断力が許

容限界以下であること

を確認 

曲げ・軸力 

圧 縮 縁 コ ン

ク リ ー ト ひ

ずみ＊ 

せん断力 せん断耐力＊ 

 注記 ＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（原子力安全委員会，2006.9） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－1987（日本電気協会，1987） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－1991 追補版（日本電気協会，

1991） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601－2008（日本電気協会，2008） 

・原子力発電所耐震設計技術規定 JEAC4601－2008（日本電気協会，2009） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針（土木学会・原子力土木委

員会，2005.6）（以下「土木学会マニュアル」という。） 

・コンクリ－ト標準示方書（土木学会，2002） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図を図 3－1 に示す。免震重要棟遮蔽壁のう

ち，波及的影響を及ぼす恐れのある範囲から，評価対象断面を選定する。 

評価対象断面は，免震重要棟遮蔽壁の弱軸方向である，免震重要棟遮蔽壁の直交断

面を選定する。 

免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面図を図 3－2 に示す。 

 

 

図 3－1 免震重要棟遮蔽壁の評価対象断面位置図 

 

   

図 3－2 評価対象断面図（Ａ－Ａ断面） 
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3.2 解析方法 

地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に示す解析方法及び解析モデル

を踏まえて実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元動的有限要素法により，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間積分

の時刻歴応答解析を行う。免震重要棟遮蔽壁周辺の地下水位が免震重要棟遮蔽壁下端より

低いことから，解析手法は全応力解析とする。 

地震応答解析には， 解析コード「ＴＤＡＰ Ver.3.04」を使用する。 

なお，解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム

（解析コード）の概要」に示す。 

 

3.2.1 地盤物性のばらつき 

図 3－2 に示すとおり，免震重要棟遮蔽壁の周辺には，主として岩盤が分布して

おり，この岩盤のせん断変形が地震時に免震重要棟遮蔽壁の応答に影響を与える

と判断されることから，この地盤の物性（せん断弾性係数）のばらつきについて

影響を確認する。 

解析ケースを表 3－1 に示す。 

せん断弾性係数の標準偏差σを用いて設定した解析ケース②～③を実施するこ

とにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。 

 

表 3－1 解析ケース（免震重要棟遮蔽壁） 

解析ケース 埋戻土 岩盤 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値 平均値＋1σ 

ケース③ 平均値 平均値－1σ 
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3.2.2 減衰定数 

構造部材の減衰定数は，粘性減衰で考慮する。 

粘性減衰は，固有値解析にて求められる固有周期と各材料の減衰比に基づき，  

 質量マトリックス及び剛性マトリックスの線形結合で表される以下の Rayleigh 減  

衰を解析モデル全体に与える。固有値解析結果に基づき設定したα，βを表 3－2 

に示す。 

 

[C] ＝α[M]十β[K] 

[C]  :減衰係数マトリックス 

[M]  :質量マトリックス 

[K]  :剛性マトリックス 

α，β:係数 

 

表 3－2 Rayleigh 減衰における係数α，βの設定結果 

α β 

2.638 2.527×10-4 
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3.2.3 地震応答解析の解析ケースの選定 

耐震評価においては，全ての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。解析ケース①において，曲げ・軸力系の破壊及びせん断破壊の

照杳項目ごとに照杳値が 0.5 以上となる照査項目に対して，最も厳しい地震動を

用いて，表 3－1 に示す解析ケース②及び③を実施する。耐震評価における解析ケ

ースを表 3－3 に示す。 

 

表 3―3 耐震計価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

＋－＊ ○   

－－＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

＋＋＊ ○   

－＋＊ ○   

注記＊：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，

「－」は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6
波）に位相反転を考
慮した地震動（6
波）を加えた全 12
波に対し，ケース①
（基本ケース）を実
施し，曲げ・軸力系
の破壊及びせん断破
壊照査の各照査項目
ごとに照査値が 0.5
を超える照査項目に
対して，最も厳しい
（許容限界に対する
裕度が最も小さい）
地震動を用いてケー
ス②及び③を実施す
る。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ－2－1－9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 荷重 

免震重要棟遮蔽壁の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体自重，機器・配管荷重を考慮する。 

 (2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所敷地に最も近い気象官署である松江地方気象台で観測

された観測史上１位の月最深積雪 100cm に平均的な積雪荷重を与えるための係数

0.35 を考慮し 35.0 ㎝とする。積雪荷重については，松江市建築基準法施行細則に

より，積雪量１㎝ごとに 20N/m2 の積雪荷重が作用することを考慮し設定する。 

(3) 風荷重（Ｐｋ） 

風荷重については，設計基準風速を 30m/s とし，建築基準法に基づき算定す

る。 

 (4) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

 

3.3.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋ＰＳ＋Ｐｋ＋Ｓｓ 

Ｇ ：固定荷重 

Ｐs ：積雪荷重 

Ｐｋ ：風荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入

力地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方

針」のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－15 に入力地震動の加速度時

刻歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コ－ド「ｍ

ｉｃｒｏＳＨＡＫＥ Ver.2.3.1」を使用する。解析コ－ドの検証及び妥当性確認の概

要については，Ⅵ－5「計算機プログラム（解析コ－ド）の概要」に示す。 

 

 

図 3－3 入力地震動算定の概念図 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  -415cm/s² (8.00s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

  19  

S2
 補

 Ⅵ
-
2-
11
-2
-3
 R
0 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＮＳ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２，ＥＷ方向） 
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3.5 解析モデル 

3.5.1 解析モデル 

地震解析モデルを図 3－16 に示す。 

 

(1) 解析領域 

解析領域は，側方境界及び底面境界が構造物の応答に影響しないよう，構造物

と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。 

 

(2) 境界条件 

解析領域の側方及び底面には,エネルギ－の逸散効果を考慮するため，粘性境界

を設ける。 

 

(3) 構造物のモデル化 

構造部材のうち，遮蔽壁については非線形はり要素及び線形はり要素，鋼管杭に

ついては線形はり要素によりモデル化する。機器・配管荷重は解析モデルに付加重

量として与えることで考慮する。 

 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。埋戻土は，地盤の非線形性を考

慮した平面ひずみ要素でモデル化する。なお，ＭＭＲは周辺岩盤と同様とし，線

形の平面ひずみ要素としてモデル化する。 

 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の「地盤と構造物」の接合面における接触，剥離及びすべりを考慮する

ため，これらの接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3-16 免震重要棟遮蔽壁の解析モデル 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

構造物の使用材料を表 3－5 に，材料の物性値を表 3－6 に示す。 

 

表 3－5 使用材料 

材料 仕様 

鉄筋 SD345 

コンクリート 設計基準強度 30.0N/mm2 

鋼管杭 SKK490 

 

表 3－6 材料の物性値（構造部材） 

材料 項目 材料諸元 

鉄筋コンクリート 単位体積重量(kN/m3) 24.5 

鉄筋 

単位体積重量(kN/m3) 77.0 

ヤング係数(N/mm2) 2.00×105 

ポアソン比 0.3 

コンクリート 
ヤング係数(N/mm2) 2.80×104 

ポアソン比 0.2 

MMR 

単位体積重量(kN/m3) 22.6 

ヤング係数(N/mm2) 2.20×104 

ポアソン比 0.2 

鋼管杭 

（SKK490） 

単位体積重量(kN/m3) 77.0 

ヤング係数(N/mm2) 2.00×105 

ポアソン比 0.3 

 

3.5.3 地盤の物性値 

     地盤については，Ⅵ－2－1－3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定して 

いる物性値を用いる。 
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3.5.4 地下水位 

     設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定す

る。設計地下水位の一覧を表 3－7 に示す。 

なお，免震重要棟遮蔽壁直下の地下水位は，免震重要棟遮蔽壁下端より低いこ

とから，地下水による浮力は考慮しない。 

 

表 3－7 設計用地下水位 

施設名称 解析断面 設計用地下水位（EL m） 

免震重要棟遮蔽壁 Ａ－Ａ断面 23.0 
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3.6 許容限界 

免震重要棟遮蔽壁の緊急時対策所に対する波及的影響の評価における許容限界は，

Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針」に基づ

き設定する。 

 

(1) 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

構造部材の曲げ軸力に対する許容限界は，土木学会マニュアルに基づき，圧縮

縁コンクリート限界ひずみ 1.0%とする。 

鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界を表 3－8 に示す。 

 

表 3－8 曲げ・軸力系の破壊に対する許容限界 

確認項目 許容限界 

構造強度を有すること 圧縮縁コンクリート限界ひずみ 
1.0% 

(10000μ) 

 

(2)  せん断破壊に対する許容限界 

構造強度を有することの確認における構造部材（遮蔽壁）のせん断破壊に対す

る許容限界は，土木学会マニュアルに基づくせん断耐力とする。せん断耐力は，

土木学会マニュアルに基づき「(1)棒部材式」，「(2)ディープビーム式」のせん

断耐力式で求まるせん断耐力のうちいずれか大きい方とする。 

せん断破壊に対する耐力評価フローを図 3－17 に示す。 
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図 3－17 せん断破壊に対する耐力評価フロー 
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(1) 棒部材式 

      

    ここで，Vyd   ：せん断耐力 

        Vcd   ：コンクリートが分担するせん断耐力 

        Vsd   ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

 

3 '

cdvcd f20.0f        ただし，fvcd＞0.72[N/mm2]となる場合は 

                         fvcd＝0.72[N/mm2] 

4
d /d1β  (d[m])           ただし，βd＞1.5 となる場合は βd＝1.5 

3
vp p100β                   ただし，βp＞1.5 となる場合は βp＝1.5    

)0N(M/M1 '

dd0n β  ただし，βn＞2.0 となる場合は βn＝2.0     

  )0N(M/M21 '

dd0 ＜  ただし，βn＜0 となる場合は βn＝0   

a/d

41
75.0a

.
β              ただし，βa＜1.0 となる場合は βa＝1.0 

                            （本検討では保守的に βa＝1.0 とする） 

    

f’cd ：コンクリートの設計圧縮強度[N/mm2] 

d ：部材の有効高さ 

pv ：引張鉄筋比  pv＝As /(bw･d) 

As ：引張側鋼材の断面積 

bw ：部材の有効幅 

N’d ：設計軸圧縮力 

Md ：設計曲げモーメント 

M0 ：Md に対する引張縁において，軸方向力によって

発生する応力を打ち消すのに必要なモーメント   

（デコンプレッションモーメント） 

  M0＝N’d･D /6 

D  ：断面高さ 

a/d ：せん断スパン比 

γbc ：部材係数 

 

 

sdcdyd VVV 

bcwvcdanpdcd d/γbfV  ββββ

ここで， 
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ここで，Aw ：区間 s におけるせん断補強鉄筋の総断面積 

   fwyd ：せん断補強鉄筋の降伏強度で，400N/mm2 以下とする。 

 ただし，コンクリート圧縮強度の特性値 f’ck が 

 60N/mm2 以上の場合，800 N/mm2 以下とする。 

α ：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

s ：せん断補強鉄筋の配置間隔 

z

  

：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの 

  距離で，d/1.15 とする。 

γbs ：部材係数 

 

(2)ディープビーム式 

 

  

       ここで，Vydd ：せん断耐力 

        Vcdd ：コンクリートが分担するせん断耐力 

        Vsdd ：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

          

           '

cddd f19.0f   

           
4

d /d1β  (d[m])   ただし，βd＞1.5 となる場合は βd＝1.5 

           3
vp p100β    ただし，βp＞1.5 となる場合は βp＝1.5 

           
2a

)a/d(1

5


β  

      ここで，γbc       ：部材係数  

 

  

           　/... wbp330a/d30170 φ   ただし， 10 φ  

   ここで，pwb        ：せん断補強鉄筋比[％]  

  bswydwsd z/γ/sαcosαsinfAV  )(

sddcddydd VVV 

bcwddapdcdd d/γbfV  βββ

sdsdd VV φ
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3.7 評価方法 

免震重要棟遮蔽壁の耐震評価は，地震応答解析により算定した照査用応答値が「3.6 

許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 

構造強度を有することの確認については，鉄筋コンクリートの曲げ・軸力系の破壊

及びせん断破壊に対する照査において，地震応答解析により算定した圧縮縁コンクリ

ートひずみ及びせん断力が許容限界以下であることを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

4.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

鉄筋コンクリート部材の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値を表

4－1 に，せん断破壊に対する照査における最大照査値を表 4－2 に示す。また，曲

げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの圧縮縁コンクリートひずみ

の時刻歴波形及び発生位置を図 4－1 に，せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図

を図 4－2 に示す。 

免震重要棟遮蔽壁の圧縮縁コンクリートひずみ及びせん断力が，構造部材の許容限

界以下であることを確認した。 

 

表 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

照査用圧縮縁

コンクリート

ひずみ＊ 

圧縮縁コンク

リート限界ひ

ずみ 

照査値 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 506μ 10000μ 0.06 

－＋ 471μ 10000μ 0.05 

＋－ 491μ 10000μ 0.05 

－－ 458μ 10000μ 0.05 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 389μ 10000μ 0.04 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 374μ 10000μ 0.04 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 484μ 10000μ 0.05 

－＋ 413μ 10000μ 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 425μ 10000μ 0.05 

－＋ 419μ 10000μ 0.05 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 402μ 10000μ 0.05 

－＋ 334μ 10000μ 0.04 

注記＊：照査用圧縮縁コンクリートひずみ＝圧縮縁コンクリートひずみ×構造解析係数γａ 
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表 4－2 せん断破壊に対する最大照査値 

解析ケース 地震動 

照査用 

せん断力＊ 

Vd（kN） 

せん断耐力 

Vyd（kN） 

照査値 

Vd／Vyd 

① 

Ｓｓ－Ｄ 

＋＋ 89 444 0.21 

－＋ 178 755 0.24 

＋－ 85 440 0.20 

－－ 171 759 0.23 

Ｓｓ－Ｆ１ ＋＋ 77 442 0.18 

Ｓｓ－Ｆ２ ＋＋ 146 760 0.20 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋ 177 754 0.24 

－＋ 147 756 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＮＳ） 
＋＋ 144 758 0.19 

－＋ 86 443 0.20 

Ｓｓ－Ｎ２（ＥＷ） 
＋＋ 86 443 0.20 

－＋ 121 767 0.16 

注記＊：照査用せん断力Ｖｄ＝発生せん断力Ｖ×構造解析係数γａ 
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                                                        （圧縮を正で示す。） 

 

 

図 4－1 曲げ・軸力系の破壊に対する照査が最も厳しくなるケースの圧縮縁コンクリート

ひずみの時刻歴波形及び発生位置（解析ケース①，Ｓｓ－Ｄ（＋＋）） 
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数値：評価位置における断面力 

(a)曲げモーメント（kN・m） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(b)軸力（kN）（＋：引張，－：圧縮） 

 

 

数値：評価位置における断面力 

(c)せん断力（kN） 

 

図 4－2 せん断破壊に対する照査値最大時の断面力図 

（解析ケース③，Ｓｓ－Ｎ１（＋＋），t＝7.56s） 




